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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等
　

回次
第65期
第３四半期
累計期間

第66期
第３四半期
累計期間

第65期
第３四半期
会計期間

第66期
第３四半期
会計期間

第65期

会計期間

自  平成21年
    10月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成22年
    10月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成21年
    10月１日
至  平成22年
    ９月30日

売上高 (千円) 26,477,25529,363,0596,286,0447,347,57237,150,825

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △374,297△98,349△616,488△459,264 32,627

四半期(当期)純損失(△)(千円) △270,748△264,482△360,258△303,152△59,005

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,083,5001,083,5001,083,500

発行済株式総数 (株) ― ― 8,701,2288,701,2288,701,228

純資産額 (千円) ― ― 5,935,3685,914,3146,208,355

総資産額 (千円) ― ― 22,759,93622,731,74723,837,482

１株当たり純資産額 (円) ― ― 696.89 694.74 729.01

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △31.79 △31.06 △42.30 △35.61 △6.93

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 6.00 6.00 ― ─ 12.00

自己資本比率 (％) ― ― 26.08 26.02 26.04

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 197,196△397,942 ― ― 54,286

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △117,623 466,619 ― ― △103,048

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 406,550 503,118 ― ― △102,827

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,341,5062,275,5881,703,793

従業員数 (名) ― ― 1,093 1,069 1,085
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(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計(会計)期間等に係る主要な経営指標等

の推移については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

また、１株当たり四半期(当期)純損失が計上されているため記載しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため記載し

ておりません。

５．従業員数は就業人員であります。

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況
　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 1,069

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【受注及び販売の状況】

当社は、通信機器・電子機器・ＯＡ機器の販売および施工、システムソフト開発、並びにこれらに関連す

るサポートサービスの単一事業を営んでいるため、部門別に記載しております。

　
(1) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

部　　　門 品　　　　目
受注高
(千円)

前年同四半期比
(％)

受注残高
（千円)

前年同四半期比
(％)

通信機器 通信機器設備 4,618,714 151.1 5,303,852 97.6

　
販売手数料 6,289 119.1 ― ―

　
小　　計 4,625,004 151.0 5,303,852 97.5

 電子機器 電算機 1,663,644 89.5 2,008,542 76.4

　 システムソフト開発 573,682 122.9 896,209 82.5

　 販売手数料 10,191 1,285.7 ― ―

　 小　　計 2,247,518 96.6 2,904,751 78.2

 ＯＡ機器 ＯＡ機器 770,768 104.5 613,933 120.0

　 サプライ用品 139,842 99.1 7,009 118.6

　 小　　計 910,611 103.6 620,943 119.9

 保　　守 通信機器設備保守 313,564 93.4 ― ―

　 電算機・ＯＡ機器設備保守 1,388,261 103.7 2,082 88.4

　 小　　計 1,701,825 101.6 2,082 88.4

合　　　　計 9,484,959 119.4 8,831,629 91.3

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

部　　　　門 品　　　　目 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

通 信 機 器 　通信機器設備 3,288,956 181.9

　
　販売手数料 6,289 119.3

　
小　　　計 3,295,246 181.7

電 子 機 器 　電算機 1,272,411 82.1

　 　システムソフト開発 228,467 65.8

　 　販売手数料 10,191 2,588.7

　 小　　　計 1,511,070 79.6

Ｏ Ａ 機 器 　ＯＡ機器 698,468 94.0

　 　サプライ用品 141,271 101.0

　 小　　　計 839,740 95.1

保　   　守 　通信機器設備保守 313,564 93.4

　 　電算機・ＯＡ機器設備保守 1,387,950 102.3

　 小　　　計 1,701,515 100.5

　　合　    　　　計 7,347,572 116.9

(注)１.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　２.システム導入および更新時期が、お客様の決算期である３月、９月に集中する傾向にあるため、当社の売上高は第２

四半期、第４四半期に集中、増加する特性があります。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　
(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により企業の生産活動の減少や輸

出の減少が続き依然として厳しい状況で推移いたしましたが、サプライチェーンの立て直しにより生産

活動が回復していくなど、このところ景気に持直しの動きがみられるようになりました。

　このような環境のなか、当社は経営方針に基づく中長期経営戦略を的確に実践するとともに、首都圏、関

西圏を中心に業績の拡大を図り、各地方店所においてはそれぞれの地域の特性にあった得意ビジネスの

拡販に取組んでまいりました。

　当第３四半期会計期間の業績につきまして、東日本大震災の影響で落込むことなく主たる事業基盤のう

ちネットワークにおいては、節電対策のための省エネ設備工事、ＬＥＤ照明の販売が大幅に拡大したこと

や、防災行政無線システムなどの公共関連ビジネスが順調に推移したことから売上高は拡大いたしまし

た。ソリューションにおいては、中堅・中小企業を中心とした設備投資の抑制などにより停滞いたしまし

た。

　サポートサービスにおいては、ストックビジネスの拡大を目指し、ソフトウェア保守としてのヘルプデ

スクサービス、運用支援サービスなど扶桑ＬＣＭサービスの拡販につとめ売上拡大を図ってまいりまし

た。

　この結果、当第３四半期会計期間の業績は四半期業績の特性もあり、受注高9,484百万円(前年同四半期

比119.4％)、売上高7,347百万円(前年同四半期比116.9％)となりました。利益につきましては、販売管理

費の削減につとめてまいりましたが原価率の上昇などにより、営業損失469百万円(前年同四半期は営業

損失632百万円)、経常損失459百万円(前年同四半期は経常損失616百万円)、四半期純損失303百万円(前年

同四半期は四半期純損失360百万円)となりました。

　
当第３四半期会計期間の部門別売上高は、通信機器部門3,295百万円(前年同四半期比181.7％)、電子機

器部門1,511百万円(前年同四半期比79.6％)、ＯＡ機器部門839百万円(前年同四半期比95.1％)、保守部門

1,701百万円(前年同四半期比100.5％)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における総資産は、22,731百万円となり前事業年度末に比べ1,105百万円の減

少となりました。主な減少理由につきましては、現金及び預金が増加する一方、売掛金が減少したことと、

投資有価証券が減少したことなどによるものです。

　負債につきましては、16,817百万円となり前事業年度末に比べ811百万円の減少となりました。負債の主

な減少理由につきましては、短期借入金が増加する一方、買掛金および賞与引当金が減少したことなどに

よるものです。

　純資産につきましては、5,914百万円となり、前事業年度末に比べ294百万円の減少となりました。純資産

の主な減少理由は、四半期純損失の計上により利益剰余金が減少したことなどによるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物の期末残高（以下「資金」という。）は、前事業

年度末に比べ571百万円増加し、2,275百万円となりました。

　
当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりであ

ります。

　
〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕　　

営業活動で得た資金は、前年同四半期に比べ520百万円減少し193百万円となりました。主な要因は、税

引前四半期純損失の計上、仕入債務の減少があったものの、売上債権およびたな卸資産の減少などによる

収入があったことによるものです。

　
〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　投資活動で得た資金は、前年同四半期に比べ177百万円増加し37百万円となりました。主な要因は、投資

有価証券の取得による支出があったものの、投資有価証券の償還による収入があったことなどによるも

のです。

EDINET提出書類

扶桑電通株式会社(E03264)

四半期報告書

 6/25



　
〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

　財務活動で使用した資金は、前年同四半期に比べ703百万円減少し245百万円となりました。主な要因は、

短期借入金の返済による支出などによるものです。

　

(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

　
② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,701,228 8,701,228
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は、1,000株
であります。

計 8,701,228 8,701,228 ― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 8,701,228 ― 1,083,500 ― 1,076,468

　
(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）

普通株式　  185,000
―

権利内容に何ら限定のない、当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　8,385,000 8,385 同上

単元未満株式 普通株式    131,228― 同上

発行済株式総数 8,701,228 ― ―

総株主の議決権 ― 8,385 ―

(注)　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式715株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
扶桑電通株式会社

東京都中央区築地
５丁目４番18号

185,000 ― 185,000 2.12

計 ― 185,000 ― 185,000 2.12

(注)　当第３四半期会計期間末日現在における当社所有の自己株式数は、188,226株であります。

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
10月

11月 12月
平成23年
1月

2月 3月 4月 5月 6月

最高(円) 315 333 355 355 318 318 283 283 302

最低(円) 270 295 320 312 307 275 260 269 274

(注)　株価については、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。　

　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成21年10月１日から平成22年６月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年10月１日か

ら平成23年６月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年10月１日から平成22年６月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第３

四半期累計期間(平成22年10月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任

監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,275,588 1,703,793

受取手形及び売掛金 6,815,825 7,340,195

有価証券 180,454 399,911

商品 206,514 215,044

仕掛品 1,487,243 1,919,607

繰延税金資産 831,303 621,413

その他 480,382 737,771

貸倒引当金 △66,621 △68,732

流動資産合計 12,210,690 12,869,004

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,151,618 1,372,824

減価償却累計額 △670,703 △816,790

建物及び構築物（純額） 480,915 556,033

土地 189,993 218,410

その他 1,615,365 1,371,743

減価償却累計額 △571,703 △471,756

その他（純額） 1,043,661 899,987

有形固定資産合計 1,714,569 1,674,431

無形固定資産

ソフトウエア 48,260 38,824

その他 22,131 36,143

無形固定資産合計 70,392 74,968

投資その他の資産

投資有価証券 4,863,569 5,218,345

リース投資資産 625,262 586,843

差入保証金 434,134 480,870

繰延税金資産 2,775,143 2,899,100

その他 76,891 63,213

貸倒引当金 △38,906 △29,295

投資その他の資産合計 8,736,095 9,219,077

固定資産合計 10,521,057 10,968,477

資産合計 22,731,747 23,837,482
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,014,604 7,065,161

短期借入金 600,000 －

未払法人税等 38,508 51,712

前受金 566,796 534,609

賞与引当金 362,828 861,756

受注損失引当金 － 1,870

その他 1,466,476 1,325,235

流動負債合計 9,049,215 9,840,345

固定負債

退職給付引当金 6,116,630 6,230,861

役員退職慰労引当金 73,886 145,112

リース債務 1,534,966 1,366,638

その他 42,734 46,168

固定負債合計 7,768,217 7,788,781

負債合計 16,817,433 17,629,127

純資産の部

株主資本

資本金 1,083,500 1,083,500

資本剰余金 1,076,468 1,076,468

利益剰余金 4,175,544 4,542,216

自己株式 △86,892 △85,986

株主資本合計 6,248,620 6,616,198

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △334,305 △407,842

評価・換算差額等合計 △334,305 △407,842

純資産合計 5,914,314 6,208,355

負債純資産合計 22,731,747 23,837,482
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 ※１
 26,477,255

※１
 29,363,059

売上原価 22,072,305 24,676,213

売上総利益 4,404,950 4,686,845

販売費及び一般管理費 ※２
 4,839,539

※２
 4,797,373

営業損失（△） △434,589 △110,527

営業外収益

受取利息 9,880 2,898

受取配当金 34,309 18,834

受取賃貸料 7,780 3,807

仕入割引 20,055 8,804

保険解約返戻金 11,356 －

その他 39,016 28,912

営業外収益合計 122,398 63,258

営業外費用

支払利息 5,476 37,952

投資有価証券評価損 25,829 2,451

賃貸原価 6,201 1,362

事務所移転費用 17,635 －

その他 6,963 9,312

営業外費用合計 62,106 51,080

経常損失（△） △374,297 △98,349

特別利益

固定資産売却益 － 13,074

投資有価証券売却益 26,967 2,850

貸倒引当金戻入額 4,535 3,910

特別利益合計 31,502 19,834

特別損失

投資有価証券評価損 12,554 242,780

固定資産除却損 － 9,482

研修設備改修費用 35,999 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25,313

災害による損失 － 8,556

特別損失合計 48,553 286,132

税引前四半期純損失（△） △391,348 △364,647

法人税、住民税及び事業税 39,177 36,239

法人税等調整額 △159,777 △136,404

法人税等合計 △120,600 △100,165

四半期純損失（△） △270,748 △264,482
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【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 ※１
 6,286,044

※１
 7,347,572

売上原価 5,270,568 6,224,093

売上総利益 1,015,476 1,123,479

販売費及び一般管理費 ※２
 1,648,245

※２
 1,593,048

営業損失（△） △632,768 △469,568

営業外収益

受取利息 3,621 360

受取配当金 8,222 5,583

受取賃貸料 3,515 197

投資有価証券評価損戻入益 － 3,502

仕入割引 6,855 2,887

その他 9,477 12,934

営業外収益合計 31,692 25,465

営業外費用

支払利息 3,024 12,483

投資有価証券評価損 10,532 －

賃貸原価 1,572 －

その他 282 2,678

営業外費用合計 15,412 15,161

経常損失（△） △616,488 △459,264

特別利益

投資有価証券売却益 2,626 －

貸倒引当金戻入額 22,656 19,750

特別利益合計 25,282 19,750

特別損失

投資有価証券評価損 3,270 30,820

固定資産除却損 － 15

災害による損失 － 8,556

特別損失合計 3,270 39,391

税引前四半期純損失（△） △594,476 △478,905

法人税、住民税及び事業税 12,127 12,245

法人税等調整額 △246,345 △187,998

法人税等合計 △234,218 △175,753

四半期純損失（△） △360,258 △303,152
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △391,348 △364,647

減価償却費 78,656 157,834

固定資産除却損 － 9,482

固定資産売却損益（△は益） － △13,074

保険解約返戻金 △11,356 －

投資有価証券評価損益（△は益） 38,383 245,231

投資有価証券売却損益（△は益） △26,967 △2,850

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25,313

災害損失 － 8,556

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,102 7,499

賞与引当金の増減額（△は減少） △501,566 △498,927

受注損失引当金の増減額（△は減少） 1,870 △1,870

退職給付引当金の増減額（△は減少） △165,437 △114,230

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △35,060 △71,226

受取利息及び受取配当金 △44,189 △21,733

支払利息 5,476 37,952

売上債権の増減額（△は増加） 1,841,613 556,557

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,277,753 440,894

仕入債務の増減額（△は減少） 128,068 △1,049,207

その他 262,073 310,394

小計 △95,433 △338,048

利息及び配当金の受取額 42,157 24,310

利息の支払額 △5,795 △38,308

保険解約返戻金の受取額 11,356 －

災害損失の支払額 － △8,556

法人税等の還付額 273,476 11,685

法人税等の支払額 △28,564 △49,025

営業活動によるキャッシュ・フロー 197,196 △397,942

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △1,009,376 △109,797

投資有価証券の売却による収入 357,145 10,000

投資有価証券の償還による収入 662,095 555,656

有形固定資産の取得による支出 △80,805 △55,855

有形固定資産の売却による収入 － 87,558

無形固定資産の取得による支出 △37,918 △6,598

長期貸付けによる支出 △4,050 －

敷金の差入による支出 △48,818 △14,542

敷金の回収による収入 41,318 15,948

その他 2,787 △15,749

投資活動によるキャッシュ・フロー △117,623 466,619
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(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,510,000 1,150,000

短期借入金の返済による支出 △1,010,000 △550,000

自己株式の取得による支出 △179 △905

配当金の支払額 △93,270 △92,025

その他 － △3,950

財務活動によるキャッシュ・フロー 406,550 503,118

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 486,123 571,794

現金及び現金同等物の期首残高 1,855,383 1,703,793

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,341,506

※
 2,275,588
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間(自 平成23年４月１日　至 平成23年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期累計期間
(自　平成22年10月１日　至　平成23年６月30日)

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び
「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して
おります。
　これにより、営業損失及び経常損失は2,248千円増加し、税引前四半期純損失は27,561千円増加しております。

 

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間
(自　平成22年10月１日　至　平成23年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

 当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる
ため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

 当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期末の実地棚卸高を基礎
として合理的な方法により算定する方法によっております。
　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿
価切下げを行う方法によっております。　

　

【追加情報】

当第３四半期累計期間
(自　平成22年10月１日　至　平成23年６月30日)

当社は、全従業員の３分の２の同意を得た上で平成23年５月25日に全従業員へ周知を行い、平成23年８月１日

に従来の適格退職年金制度から確定給付企業年金制度へ移行いたしました。

この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針

第１号)を適用しており、本移行により当第３四半期会計期間において負の過去勤務債務(137,070千円)が発生

しております。なお、当該負の過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により、償却しております。
 

　
【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末
(平成22年９月30日)

　１ 保証債務

　(１)従業員の借入に対する保証
　　  被保証者　　　　　　　　　　　　　　従業員
　　  種類　　　　　　　　　　　　　　　連帯保証
　　  金額　　　　　　　　　　  　       987千円

　１ 保証債務

　(１)従業員の借入に対する保証
　　  被保証者　　　　　　　　　　　　　　従業員
　　  種類　　　　　　　　　　　　　　　連帯保証
　　  金額　　　　　　　　　　　　　 　2,173千円
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(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成22年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年10月１日 
  至　平成23年６月30日)

※１ システム導入および更新時期が、お客様の決算期で
ある３月、９月に集中する傾向にあるため、売上高は第
２四半期、第４四半期に集中、増加する特性がありま
す。

※１ システム導入および更新時期が、お客様の決算期で
ある３月、９月に集中する傾向にあるため、売上高は第
２四半期、第４四半期に集中、増加する特性がありま
す。

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給与手当　　　　　　　　2,121,524千円　
賞与引当金繰入額　　　　　　　　782,236千円
退職給付引当金繰入額　 　　　　 130,735千円
役員退職慰労引当金繰入額　 　 　 18,963千円
貸倒引当金繰入額　　　　　　　　 11,988千円

 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給与手当　　　　　      2,117,895千円　
賞与引当金繰入額　　　　      　733,221千円
退職給付引当金繰入額　 　       128,935千円
役員退職慰労引当金繰入額　　　　  6,450千円
貸倒引当金繰入額　　　　　　　   11,409千円

　
　　第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年６月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成23年４月１日 
  至　平成23年６月30日)

※１ システム導入および更新時期が、お客様の決算期で
ある３月、９月に集中する傾向にあるため、売上高は第
２四半期、第４四半期に集中、増加する特性がありま
す。

※１ システム導入および更新時期が、お客様の決算期で
ある３月、９月に集中する傾向にあるため、売上高は第
２四半期、第４四半期に集中、増加する特性がありま
す。

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給与手当　　　　　　　　　718,978千円　
賞与引当金繰入額　　　　　　　　281,045千円
退職給付引当金繰入額　 　　　　　44,642千円
役員退職慰労引当金繰入額　 　 　  6,632千円

 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給与手当　　　　　　      729,667千円　
賞与引当金繰入額　　　　　      257,757千円
退職給付引当金繰入額　      　　 43,900千円
貸倒引当金繰入額                  3,901千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期累計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成22年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年10月１日 
  至　平成23年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,343,367千円

有価証券 1,388,141千円

　　　計 2,731,508千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金
株式及び償還期間が３ヶ月を
超える債券

△2,000千円

△388,001千円

現金及び現金同等物 2,341,506千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,275,588千円

有価証券 180,454千円

　　　計 2,456,043千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金
株式及び償還期間が３ヶ月を
超える債券

― 千円

△180,454千円

現金及び現金同等物 2,275,588千円
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(株主資本等関係)

 当第３四半期会計期間末(平成23年６月30日)及び当第３四半期累計期間(自 平成22年10月１日　至 平成

23年６月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 8,701,228

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 188,226

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月21日
定時株主総会

普通株式 51,096 6 平成22年９月30日 平成22年12月22日 利益剰余金

平成23年５月12日
取締役会

普通株式 51,093 6 平成23年３月31日 平成23年６月13日 利益剰余金

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、通信機器・電子機器・ＯＡ機器の販売および施工、システムソフト開発、並びにこれらに関連する

サポートサービスの単一事業を営んでいるため、記載を省略しております。

　
 (追加情報)

 第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末
(平成22年９月30日)

　 　

１株当たり純資産額 694.74円
　

　 　

１株当たり純資産額 729.01円
　

　
２　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 31.79円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失金額 31.06円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

 

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成23年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △270,748 △264,482

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △270,748 △264,482

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,517,174 8,515,211

　
第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 42.30円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失金額 35.61円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

 

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △360,258 △303,152

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △360,258 △303,152

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,516,914 8,514,319

　

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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２ 【その他】

第66期(平成22年10月1日から平成23年９月30日)中間配当については、平成23年５月12日開催の取締役

会において、平成23年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当

を行うことを決議いたしました。

 

　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　      51,093千円

　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　      　６円00銭　　　　　

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成23年６月13日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成22年８月10日

扶 桑 電 通 株 式 会 社

　       取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 　 公認会計士    鶴    野    隆    一    印

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 　 公認会計士    大    竹    貴    也    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている扶桑

電通株式会社の平成21年10月１日から平成22年９月30日までの第65期事業年度の第３四半期会計期間(平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年10月１日から平成22年６月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、扶桑電通株式会社の平成22年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成23年８月10日

扶 桑 電 通 株 式 会 社

　       取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 　 公認会計士    山    田    　    努    印

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 　 公認会計士    大    竹    貴    也    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている扶桑

電通株式会社の平成22年10月１日から平成23年９月30日までの第66期事業年度の第３四半期会計期間(平成

23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成22年10月１日から平成23年６月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、扶桑電通株式会社の平成23年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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